
不適格にも が ！自公政権

「裏金政治」
政党から政治家個人に支払われる政治

資金。政治資金規正法では政治家個人

への寄付は原則禁止ですが、政党から

政治家個人への寄付は認められ、政治

資金収支報告書へ記載する必要も無い

ので、「裏金」に関わらず、使わずに「雑

所得」となっている可能性も指摘され

ています。
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　1994年当時、佐川事件、リクルート事件やゼネコン汚職などお

金を巡る企業と政治との癒着、腐敗を象徴する事件が相次ぎ、税

金で政治活動を保障する政党交付金制度が成立する一方、政治資

金規正法改正により、政治家個人の資金管理団体への企業・団体

献金の廃止を決めたのですが「抜け道」が残されたのです。
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地方議会の活性化を図るため、議員の調

査研究・政策立案等の調査活動基盤を充

実する必要から地方自治法が改正で平成

12 年に政務調査費が交付できるように

なり、平成 25 年より政務活動費となり

ました。

藤沢市議会では、

月額 107,000 円 × 会派の所属議員数

×12 カ月で積算して会派ごとに支給さ

れます。

これを使途項目ごとに支出内訳を明記し

た報告を公開。令和３年度分から領収書

ネット公開もしています。

（市議会ホームページ参照）

※当ニュース作成代も計上公開されます。

　岸田首相はこの期に及んで「企業は政治活動の自由、政治資金

の寄付の自由がある」として、その根拠として1970年最高裁判決

「八幡製鉄政治献金事件」で会社による献金が適法かが争われた

結果「会社は政治的行為をなす自由を有する」「政治資金の寄付も

その自由の一環」とされたことをあげています。けれども、判決

は巨額の寄付などによる金権政治や政治腐敗の弊害も指摘して

「弊害に対処する方途は立法政策に待つ」としているのです。

　まさに今日の事態は立法府の不作為であり、真相の究明も

「裏金議員」に刑事責任も求めず、違法した議員が居座り続けられる異常事態はあり得ません。

　旧統一教会事件でもそうでしたが、企業や宗教団体、労働組合などから人や金を出してもらい見返りに利益

を図る（下記参照）ような「裏金政治」を今度こそ断ち切りましょう。

・国内売上（33.6％）
３兆9518億円
・国内売上高に加算す
る固定資産の譲渡など
（推定）100億円

・輸出売上（66.4％）
  7 兆 8096億円

×消費税０％＝0円

・売上原価など
  年間仕入れ等の額
  （推定）
８兆5390億円

×消費税１０％＝
8539億円

輸出戻し税トヨタの場合 と 日産の下請け法違反と防衛産業の献金
売上に対する消費税額ー仕入れに対する消費税額＝納税額（2020年度）
　3961億円－8539億円＝▲4578億円

総合累進課税の徹底で格差是正を

×消費税１０％＝
  3961億円

　消費税は「売上げの消費税」から「仕入れ等の消費税」を
差し引いて納税しますが、「仕入れ等の消費税」が上回った
分が還付され、輸出の売上げには消費税０％なので輸出戻し
税として還付される仕組みがあります。

　また、３月７日公正取引委員会が下請法違反で再発防止の
勧告をした日産自動車は、資本金 3 億円以下の中小企業 36
社に対し、製品が納入される間際に、決まっていた支払い代
金の減額を強要。その額2年間で30億円と報じられました。
　こうした違法な商習慣は業界全体に及び、消費税率が上が
るたびに下請企業に対して仕入れ値自体の縮減を求める大手
企業の問題も野放し。自分たちには還付が補償されるのです。
　「防衛力の抜本的強化に関する有識者会議」では自民党の
政治資金団体への献金企業が名を連ね、防衛費増額を政府に
提案する事態になっており政策決定への影響は露骨です。

税務署
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4578億円
　　還付

トヨタ年間売上　
11兆 7614億円

⇔

　国内総生産GDPの 6割を占める個人消費の底上げな

しには景気回復も経済成長も果たせません。

  ３０年に及ぶデフレによる国民生活低迷からの脱

却、現在の物価高騰への対策にも即効性ある消費税を

廃止し、インボイス制度の撤回、そして消費増税と裏

腹に軽減され続けた法人税の累進化が効果的です。

　加えて、所得税累進強化、平準税率になっている金

融資産課税の累進化など、総合累進課税強化による再

分配で格差を是正する政治が必要です。

　生活と人にお金を回す政治に変えましょう。

　災害時にも問われるのは、普段から国民の命、日常

生活を守ろうとしている政治かどうかです。

　「裏金」で繋がり、選挙になれば業界団体、宗教団体、

労働組合から人手を出してもらい、そんな一部の人た

ちに奉仕するよう

な政治を変えるの

は国民ひとりひと

りの力です。

　選挙に行ってい

なかった大多数の

人が動けば必ず変

わります。

　次の選挙から変

えましょう。

だから消費税廃止。

※グラフはともに

れいわ新選組 

機関紙 第 255 号より引用

金融広報中央委員会「家計の金融
行動に関する世論調査」2020 年
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 生活に
金を回せ！
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➡
湖東京至（元静岡大学教授・
税理士）による推算

▼ ご相談・ボランティア連絡先


